
不法投棄事案対応支援事業 ５９百万円（２８百万円）

廃棄物・リサイクル対策部 適正処理・不法投棄対策室

１．事業の概要

産業廃棄物の不法投棄の拡大防止のためには、早期段階から調査を徹底

し、法に基づき迅速かつ厳格な行政処分を実施していくことが必要である。

このため、現場調査や関係法令等に精通した専門家集団（弁護士、会計士、

技術士等の支援チーム）を設置し、自治体が行う調査等を現場で支援する

こと等を通じて、不法投棄の拡大防止、生活環境保全上の支障除去等の実

施の徹底を図る。

○不法投棄事案解明・支障除去等の対策の支援

・不法投棄関与者等の究明・責任追及

・排出事業者責任に関する調査

・効果的な支障除去等の手法に関する検討

・行為者等の資産調査

２．事業計画

不法投棄事案解明・支障除去等の対策の支援（平成15～19年度）

３．施策の効果

○不法投棄そのものの抑制及び防止

○早期対応による不法投棄の拡大防止

○不法投棄に起因する支障除去等の着実な推進

○不法投棄件数、不法投棄量を平成11年度に対し、平成22年度までに半減



不法投棄事案対応支援事業 

 
 
 

 
 
 
 
                            

支援チーム 
警察ＯＢ、測量技術者、法律や会計の専門家等で組織。 

 
○ 不法投棄物の種類・規
模等の把握 

○ 効果的支障除去等の手
法の検討 

○ 行為者等の資産調査  

        ……等 

 
○  廃棄物からの投棄者 
割り出し 

○ 投棄ルートの解明 
○  排出事業者責任の調
査 

        ……等 
 

 
○ 現地における共同調
査 

○ 調査手法の講演 
       ……等 

現地調査支援 支障除去等支援 職員レベルアップ 

・ 原因者等の究明 
・ 責任追及 

・ 支障除去等への公費の
投入減 

・ 未然防止、拡大防止
の徹底 

都道府県等からの要請 

不 法 投 棄 の 早 期 対 応 ・ 拡 大 防 止 

 
○ 不法投棄監視担当者数に限界。 
○ 専門的知見・技術が十分でない（事案に即して追い込むスキルが不足）。 

都道府県等の監視体制の現状（人的要素） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


